[bookmark: _GoBack]ネットやSNSの炎上対策について
企業の広報・販促活動において、インターネットの利用、とりわけTwitterなどのコミュニケーションサービスや、FacebookなどのSNSを利用することが当たり前の時代になってきました。スマートフォンを情報収集ツールとして使いこなす若い世代や、IT技術、サービスに関心を持つ業界だけでなく、全般的にインターネットとのリンクを考えない企業活動自体がもはや少数派になりつつあります。

その理由として、なによりも低コストかつ効果的に情報を拡散することが可能なことが挙げられます。特に2010年代以降は、イラストやファッション、小説創作など、特定のジャンルに特化したSNSが急激にその数を増やしたことで、「「ある商品やサービスに関心を持ちそうなユーザーが集まるネット上のコミュニティ」が可視化されるようになりました。同時に、そのコミュニティの利用頻度はどのくらいか、広告を表示した場合にどのくらいの確率でその商品の情報を確認するのか、といったユーザーの行動状況までもフィードバックされるようになり、企業の広報・販促活動におけるインターネットの利用価値はますます増大していっています。

そんな流れの中、当然とも言えますがトラブルも増えています。企業の広報・販促活動において特に気を付けたいのが、SNS上での担当者の不用意なコメントや、商品に対する消費者の不満などがきっかけとなって起こる「炎上」です。これは、一般的に「ネット上で繰り広げられる、消費者クレームの大規模なもの」と捉えられがちですが、よく見ると異なる性格を持ち、収拾が非常に難しい問題であることに気づかされます。

たとえばAという会社がクリスマスケーキをネット経由で販売したが、宣伝写真と実物の間に大きな乖離があり、顧客の怒りを買ったというケースがあったとします。通常のクレームであれば、全社的な対応と謝罪が必要なことはもちろんですが、あくまで問題は該当のクリスマスケーキとそれを買った顧客に限定されます。
ところが、今日の「炎上」の場合は、こうした不満を感じた顧客が、SNSやブログ、写真投稿サイトなどを通じて情報を拡散することで、問題のケーキを買った当事者以外にもA社に対する不満や不安が強く印象付けられてしまいます。中には、面白半分でそうした不満や不安を煽る、出所不明の情報を付け加えるなどの行為を繰り返すユーザーも現れ、企業イメージが大きく損なわれるほか、事態の収拾がより難しくなります。
先に述べたように、A社として全社的な対応と謝罪は当然としても、まずは該当のケーキを買った顧客との対応だけに問題を絞り込みたいところですが、一度ネット上で問題が拡散してしまうとそうはいきません。

こうなると、企業側は事態の沈静化を図るべく、いろいろなメッセージを発信しようとしたがりますが、それが裏目に出てしまうケースがあります。その典型的なものは、企業側が、「お客様にご迷惑をおかけしたことはお詫びするが、当社もネット上の批判によって大きなダメージを被った。無根拠な誹謗中傷については法的措置も考えている」などの、「自分たちも被害者である」という主張を含めたメッセージを出してしまうことです。
もちろん、いくら企業側に非があったとは言え、無根拠な誹謗中傷が許されるわけではありません。しかし「自社の非」と並べて「自社の被った損害」を訴え、さらに強硬な対応を提示することで、消費者に対して「開き直っている」「自分たちが顧客に与えた不満や失望を軽く考えすぎている」という印象を与えてしまいかねないのです。
